母　子　・　援　護　グ　ル　ー　プ
（母子関係）
１　検査事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　   　 ９７，３６１千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　   　 ９５，４４０千円

先天性代謝異常等検査事業

　　　フェニルケトン尿症等の先天性代謝異常症、先天性副腎過形成症及び先天性甲状腺機能低下症を早期に発見し、早期に適切な治療を行うため、新生児を対象とした血液によるマス・スクリーニング検査を実施した。

　　　検査対象疾病　　先天性甲状腺機能低下症、先天性副腎過形成症、ガラクトース血症、アミノ酸代謝異常症、有機酸代謝異常症、脂肪酸β酸化異常症、その他のアミノ酸代謝異常症、その他の有機酸代謝異常症及びその他の脂肪酸β酸化異常症

　　　検査委託機関　　府立母子保健総合医療センター

対象者　　大阪府内（大阪市及び堺市を除く）で出生した新生児で検査を希望するもの

・実施状況　　
	年　　度
	２６
	２７
	２８

	検　査　件　数
	155,959
	153,878
	147,560

	
	先天性代謝異常症
先天性副腎過形成症
先天性甲状腺機能低下症
	53,479
51,897
50,583
	53,504
50,984
49,840
	49,634
49,504

48,422

	異常発見数（患者数）
	46(25)
	41(27)
	72(42)


○根拠法令等　厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知

大阪府先天性代謝異常等検査事業実施要綱

２　障がい・難病児等療育支援体制整備事業　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　    １９，３７３千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　    １３，２４９千円

　　　

　　　保健所において、身体障がい児や慢性疾患児とその家族に対して、専門相談や保健師による訪問指導、患者・家族交流会を実施するとともに、地域での総合的な支援体制づくりを推進した。

・実施状況（被指導実人員）

	年　　度
	２６
	２７
	２８

	身体障がい児の療育
指導
	専門相談
	1,301人
	1,534人
	1,064人

	
	患者・家族交流会
	212人
	421人
	269人

	慢性疾患児の療育指導
	専門相談
	1,457人
	1,966人
	1,992人

	
	患者・家族交流会
	291人
	528人
	379人



　　　　　

　　

○根拠法令等　児童福祉法

３　不妊対策事業（不妊専門相談センター事業等）（国庫補助金、補助率1/2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　    ８，１３４千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　    ７，８６２千円

不妊に悩む人々の身体的・精神的負担の軽減と出産を望む人々への支援を図るため、不妊に関する専門的な相談窓口等の整備を行うとともに、不妊に関する総合的な支援のあり方について協議を行った。

（１）　「不妊・不育にまつわる電話相談」の実施

　　　・実施方法：（一財）大阪府男女共同参画推進財団に委託

　　　・相談件数
	年　　度
	２６
	２７
	２８

	電　　話
	３０５
	２５７
	２４２

	計
	３０５
	　２５７
	２４２


（２） 情報提供事業

「不妊専門相談センター」ホームページの運営

（3） 不妊セミナーやサポートグループ等の実施

（4） 不妊対策検討会の開催
○根拠法令等　大阪府不妊対策検討会設置要綱

４　特定不妊治療費助成事業（国庫補助金、補助率1/2）

　　　　　　　　　　　　　　

　予　算　額　    ７６８，７１１千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　    ６９３，８６３千円

　　　次世代育成支援の一環として、不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用されず高額の

医療費がかかる配偶者間の特定不妊治療に要する費用の一部を助成した。

· 助成内容：夫婦合算した前年の所得の合計額が730万円未満の法律上の夫婦１組につき、

治療１回につき15万円を限度に助成。(初回のみさらに15万円まで助成(治療方法C、F除く)また、男性不妊治療を行った場合はさらに15万円まで助成(治療方法C除く)また、初回治療開始時の妻の年齢が40歳未満の場合は43歳になるまでに通算６回まで助成し、40歳以上の場合は43歳になるまでに通算3回まで助成する。
· 助成承認状況

	年　　　度
	２６
	２７
	２８

	申　　　請
	４，５５１件
	４，６３６件
	４，０５３件

	承　　　認
	４，５４７件
	４，６１７件
	４，０４５件


○根拠法令等　厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知

５　母性保護対策事業

　　　母体保護法第１５条第１項の規定に基づき、受胎調節実地指導員の指定を行った。

　　　実施状況

　　（１）指定件数

	年　　度
	２６
	２７
	２８

	府保健所扱い分
	９
	１８
	３３

	大阪市　　〃
	２３
	７
	２０

	堺市　　　〃
	５
	１
	８

	豊中市　　〃
	４
	１
	０

	高槻市　　〃
	６
	１
	２

	枚方市　　〃
	１
	４
	２

	東大阪市　〃
	３
	３
	４

	計
	５１
	３５
	７３


　　（２）受胎調節実地指導員指定等手数料（府保健所現金収入分を除く）

	年　　度
	２６
	２７
	２８

	指定手数料
	4,000円
	42件
	168,000円
	18件
	72,000円
	42件
	168,000円

	指定証訂正手数料
	2,400円
	4件
	9,600円
	7件
	16,800円
	4件
	9,600円

	指定証再交付
	2,800円
	1件
	2,800円
	0件
	0円
	0件
	0円

	標識交付手数料
	3,100円
	0件
	0円
	0件
	0円
	2件
	6,200円

	標識再交付
	2,500円
	0件
	0円
	0件
	0円
	0件
	0円


○根拠法令等　母体保護法

大阪府衛生行政事務手数料条例

６　医療費の公費負担事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　    １，３６６，１７３千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　    １，３１５，５８５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）小児慢性特定疾病医療費助成制度（国庫負担金、補助率　1/2）

　　　悪性新生物、慢性腎疾患、慢性呼吸器疾患、慢性心疾患、内分泌疾患、膠原病、糖尿病、先天性代謝異常、血液疾患、免疫疾患、神経・筋疾患、慢性消化器疾患、染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群、皮膚疾患（以下「小児慢性特定疾病」という。）の疾患群について、児童の健全育成の観点から、患児家庭の医療費の負担軽減を図るため、その医療費の援助を行った。

　　　

· 医療給付状況

	項　目

疾患群
	申請件数
	承認件数
	延給付件数

	悪性新生物
	538
	538
	3,698

	慢性腎疾患
	468
	458
	3,634

	慢性呼吸器疾患
	472
	463
	3,300

	慢性心疾患
	1,121
	1,121
	6,660

	内分泌疾患
	1,633
	1,605
	11,274

	膠原病
	170
	169
	1,537

	糖尿病
	332
	332
	3,271

	先天性代謝異常
	217
	217
	1,397

	血液疾患
	194
	186
	916

	免疫疾患
	50
	48
	312

	神経・筋疾患
	1,016
	1,012
	7,160

	慢性消化器疾患
	292
	291
	1,902

	染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群
	265
	253
	1,476

	皮膚疾患
	15
	15
	30

	計
	6,783
	6,708
	46,567


○根拠法令等　児童福祉法

大阪府小児慢性特定疾病医療支援事業実施要綱

（２）その他医療費
平成２５年度に自立支援医療費（育成医療）支給事業及び未熟児養育医療給付事業は市町村へ事務を移管されたが、負担金として医療費に要する費用の１/４を支出した。

○根拠法令等　障害者総合支援法（負担率：国　１/２、府　１/４、市町村　１/４）
○根拠法令等　母子保健法（負担率：国　１/２、府　１/４、市町村　１/４）
７　医療給付機械化事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　   　２，８０７千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　    ２，３２２千円

　　　母子保健関係等の医療給付事務の効率化と事務管理の向上を図るため、コンピューターシステムによる機械処理を行った。

　　　　

　　　　機械化処理業務

・小児慢性特定疾病医療費助成制度
　　　　　・未熟児養育医療給付事業

　　　　　・自立支援医療費（育成医療）支給事業

　　　　　・結核児童療育給付事業

８　　児童虐待発生予防対策事業（国庫補助金、補助率10/10・1/2）

　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　　　　　６，０００千円

　　　決　算　額　　　　　　６，０００千円

望まない妊娠・出産に悩む妊婦等の社会的ハイリスク妊婦に対し、電話相談やメール相談により情報提供や必要な支援に繋ぐ等、妊婦の孤立化を防ぎ、児童虐待予防に資すること目的に「にんしんＳＯＳ」相談事業を実施した。

・にんしんＳＯＳ相談実績

	年　度
	２６
	２７
	２８

	実件数
	１，２９２件
	１，３４５件
	１，３７３件

	延べ件数
	１，８６２件
	１，９３６件
	２，１３９件


９　周産期医療対策事業

　　府内における安定的な周産期医療体制を確保するために、平成２５年３月に策定した大阪府周産期医療体制整備計画に基づいた周産期緊急医療体制の整備をはじめ、周産期医療体制の整備・充実を図った。

(1) 周産期医療体制整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１５９，５１５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額  　１５５，４７０千円

低出生体重児など重症新生児や重篤な妊産婦の集中治療施設を有する専門医療機関へ緊急に搬送し、適切な医療が受けられる体制（産婦人科診療相互援助システム（ＯＧＣＳ）及び新生児診療相互援助システム（ＮＭＣＳ））を確保するため（一社）大阪府医師会に補助を行った。

　　　 また、国の周産期医療対策事業実施要綱に基づく周産期医療ネットワーク整備、周産期医療関係者に対する研修、啓発普及、調査・研究を大阪府医師会に委託した。

かかりつけ医をもたない未受診妊産婦等の産婦人科救急搬送を休日・夜間等に受け入れる体制を（社）大阪府医師会に委託し、当番制により医療機関を確保した。

　

周産期緊急医療活動実績（ＯＧＣＳ及びＮＭＣＳによる受入実績）

	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	３，８５１件
	３，４８８件
	３，２１０件


(2)周産期母子医療センター運営事業

　　　予　算　額　　３５４，６３６千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　３５９，６５２千円

　　 高度専門的な周産期医療を効果的に提供する体制を整備することにより、安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの一環として、周産期母子医療センターの運営費に対し、助成を行った。

（3）周産期緊急搬送コーディネーター設置事業

予　算　額　　３８，３１５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　３８，３１５千円

　　  府内の緊急搬送が必要なハイリスク妊産婦の搬送先調整を担う専任医師をコーディネーターとして大阪府立母子保健総合医療センターに配置し、緊急搬送の円滑化に努めた。

母　子　・　援　護　グ　ル　ー　プ

（援護関係）

援護グループでは、「原爆被爆者援護法」に基づく被爆者健康手帳の交付を行い、被爆者の健康福祉の保持増進を図るため、健康診断や医療の給付を行うとともに、被爆者の生活支援のため、同法に基づく諸手当の認定・給付事務を担当している。

また、被爆者の福祉の向上を図るため、介護保険利用助成事業や生活支援等事業及び健康相談等事業を実施するほか、被爆二世健康診断調査事業を実施している。
さらに、ハンセン病療養所入所者等に対する社会復帰や生活支援のため、社会福祉法人大阪府済生会へ事業委託し、療養所入所者と高校生等のふれあい体験交流会や入所者の里帰り事業の実施のほか、社会復帰支援のためのコーディネータを設置し個別相談や各種手続きの援助を行った。
　

　

１　原子爆弾被爆者対策（国庫負担金・交付金・補助金・委託金、府費負担）

　(1) 被爆者健康手帳及び健康診断受診者証の交付

	 　　　　　　　　　種　別

 年　度
	被爆者健康手帳
	健康診断受診者証
	計
	

	平　成  ２８　年　度
	５，３８２（７６）
	２０３
	５，５８５（７６）
	


　＜内　訳＞

	
	　　種　別
	２７年度末
 　現　　在
	増 
	減
	 　２８年度末

 　現　　　在
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	新規交付
	 転入
	 異動
	 転出
	 死亡
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(新,　　　　)
	 異動
	
	
	
	
	
	

	
	 被    爆    者

 健  康  手  帳
	 　５，６５３

（　７７）
	 ５
	０
	 ３０
	 　０
	２２
	　２８４

（１）
	 　５，３８２

（　７６）
	

	
	 健　康　診　断

 受　診　者　証
	 　　　２０３
	 ０
	  ０
	 　１
	 　０
	   ０
	 　　１
	 　　　２０３
	


（注）１「異動」欄は健康診断受診者証から被爆者健康手帳への異動に関するものを示す。

　（注）２　在外被爆者を含む。（　）内は在外被爆者数で内数
　(2) 健康診断の実施

　　　法第７条の規定による健康診断受診状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　３８，６５６千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　２７，７３７千円

	
	 　　　　　　　　受診状況

 年　度
	一般検査受診者数
	がん検査受診者数
	精密検査受診者数
	

	
	   平　成　２８　年　度
	３，３０４
	　　９６３
	 　　　　１３９
	


　　　（注）受診者数は延数

　(3) 被爆二世健康診断の実施

　　  被爆二世健康診断調査事業による健康診断受診状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　９，１３０千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　７，２６０千円

	
	 　　　　　　　　受診状況

 年　度
	一般検査受診者数
	精密検査受診者数

	
	   平　成　２８　年　度
	 　　　　６６９
	 　　　　　　０


　(4) 一般疾病医療機関指定状況

　　　法第19条の規定による指定医療機関

	
	病　院
	診　療　所
	訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ
	　介護老人保健施設
	薬　局
	　　　 計
	

	
	２０１
	６，８５６
	５２６
	４７
	４，４２１
	１２，０５１
	


　(5) 認　定　状　況

　　ア　法第11条の規定による認定患者数

	
	  ２７年度末

 　現 　　在
	 　　　増
	 　　　　　　　減
	  ２８年度末

 　現 　　在
	

	
	
	 新　規
	 転　入
	 治　ゆ
	 中　止
	 死　亡
	 転　出
	
	

	
	 　　２９３
	３０
	１
	２５
	０
	３５
	０
	２６４
	


　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　イ　原爆被爆者手当支給状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　２，６０８，８８５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　２，５６３，３２４千円

	
	 　種　　　　　　類
	 　　　支　　　給　　　件　　　数
	

	
	  eq \o\ad(医療特別手当,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　　３，４４４件
	

	
	  eq \o\ad(特別手当,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　　　　６２１件
	

	
	  eq \o\ad(健康管理手当,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　５６，２６７件
	

	
	 保健手当
	 一　般　分
	 　　　　　延　　１，６８１件
	

	
	
	 増　額　分
	 　　　　　延　　　　３３２件
	

	
	  eq \o\ad(小頭症手当,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　　　　　１２件
	

	
	 介護手当
	 第三者介護
	 　　　　　延　　　　１５８件
	

	
	
	  eq \o\ad(家族介護,　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　　　　６１３件
	

	
	  eq \o\ad(葬祭料,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　　　　２５２件
	

	
	  eq \o\ad(交通手当,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　　　　４６２件
	


　　ウ　原爆被爆者介護保険利用助成状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　１２２，６９３千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　１１５，３１８千円

	種　　　　類
	支　　給　　件　　数

	訪問介護
	 　　　　　延　３，６６０件

	通所介護
	 　　　　　延　３，５０９件

	短期入所生活介護
	 　　　　　延　　　７６４件

	介護予防短期入所生活介護
	　　 　　　延　　　　２１件

	介護老人福祉施設サービス
	　　　　　 延   　 ９８７件

	地域密着型介護老人福祉施設
	　　　　　 延　　  　９０件

	介護予防訪問介護
	　　　　　 延　１，４７０件

	介護予防通所介護
	　　　　　 延　１，６０４件

	認知症対応型通所介護
	　　　　　 延　　　１３７件

	小規模多機能型居宅介護
	　　　　　 延　　　１０３件

	介護予防小規模多機能型居宅介護
	延        　５件

	介護予防認知型対応型通所介護
	延          ０件

	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	延        ５１件

	複合型サービス
	延        　１件

	地域密着型通所介護
	延  １，２９７件

	第１号通所事業
	延        １２件


　(6) 原爆被爆者団体への助成

　　　　　予　算　額　　１，１７５千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決  算  額　　１，１７５千円

　　　一般社団法人大阪府原爆被害者支援協会が行う原爆死没者慰霊等の事業に対して

助成を行った。

　　　ア　原爆死没者慰霊等事業補助金　　　 １，１７５千円

　(7) 在外被爆者渡日支援事業

予　算　額　２，７３４千円

決  算  額　　　　　０千円

	在外被爆者手帳交付事業
	在外被爆者渡日治療事業

	手帳交付者数　　　０人
	 　　渡日治療者数　　 　０人


２　ハンセン病療養所入所者等支援事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　２，４９１千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　２，１１８千円

　・　生活援護費の支給（国庫補助率10／10）

　　　療養所入所者が、安心して療養に専念できるように、生活困難な療養所入所者家族に対し、

　　生活援護費を支給した。

　　　実施状況

	
	生活援助
	住宅援助
	合　　　計

	延べ世帯数
	 　　　12世帯
	 　　　12世帯
	 　　　24世帯

	金　　　額
	    954,342円
	    156,000円
	  1,110,342円


　・　見舞金の支給

　　　本府出身の療養所入所者について、福祉の向上を図るため一人７，０００円の見舞金を支給した。

　　　支給対象者：５２人

　・　ハンセン病を正しく理解するための普及啓発事業

　　　ハンセン病に関する正しい知識の普及啓発を図るため、パンフレットを作成し、保健所、市町村等の関係機関に配布した。
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３　ハンセン病療養所入所者社会復帰支援事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１６，６６９千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　１６，５０７千円

　・　体験交流事業

　　　府内の高校生等がハンセン病療養所を訪問し、入所者と交流する「ハンセン病療養所入所者とのふれあい体験交流会」を社会福祉法人恩賜財団済生会支部大阪府済生会に委託して実施した。

	療養所名
	実施日
	高校生
	看護学生

	国立療養所邑久光明園
	８／８～９
	８
	３２

	国立療養所長島愛生園
	
	
	


  ・  里帰り事業

　　　本府出身入所者を対象とした一時帰郷（原則２泊３日）を社会福祉法人恩賜財団済生会支部大阪府済生会に委託して実施した。

	療養所名
	回数
	参加人数

	国立駿河療養所
	　２
	　２

	国立療養所栗生楽泉園
	１
	　１

	国立療養所邑久光明園
	２
	　７

	国立療養所菊池恵楓園
	１
	　２

	国立療養所長島愛生園
	２
	　２


　　　　　

· 神山復生園に関しては、本人の希望にて近隣県への日帰り社会見学として実施。

　（　回数１回　　参加人数　１名　）

　・　社会復帰等支援コーディネーター設置事業

　　　ハンセン病療養所入所者等との個別相談、社会復帰希望に対するニーズの把握や社会復帰に際しての各種手続き援助等を行うコーディネーターの設置を社会福祉法人恩賜財団済生会支部大阪府済生会に委託して実施した。

　　　　○根拠法令等　ハンセン病問題の解決の促進に関する法律


